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第186回定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示情報

　法令及び当社定款第16条の規定に基づき、第186回定時株主総会招集ご通知の提供書

面のうち、当社ウェブサイトに記載することにより、当該提供書面から記載を省略し

た事項は次のとおりでありますので、ご高覧賜りますようお願い申し上げます。

　

１．連結計算書類の「連結注記表」 … １ページ

２．計算書類の「個別注記表」 … ９ページ

　

　

以 上



連結計算書類の「連結注記表」
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等
　1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称

株式会社Ｄａｎｔｏ、株式会社Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌｅ、ダントーキャピタ
ル株式会社及び西日本ダントー株式会社

平成25年１月１日に当社の連結子会社である株式会社Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌ
ｅを吸収合併存続会社、群馬タイル販売株式会社を吸収合併消滅会社とする
吸収合併を実施しております。

これにより、連結の範囲の変更はありませんが、連結子会社の数は１社減
少しております。

(2) 非連結子会社はありません。
　2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社はありません。
平成25年５月31日に当社の持分法適用関連会社であったＦｕｊｉｙａｍａ１

号匿名組合の匿名組合契約を解約したため、持分法適用の範囲から除外してお
ります。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

　4. 会計処理基準に関する事項
　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有 価 証 券

売買目的有価証券…………………時価法（売却原価は、総平均法により
算定しております）

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価
法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は総平均法により
算定しております）
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時価のないもの…………………総平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びそ
れに類する組合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、連結
貸借対照表については持分相当額を純
額で、連結損益計算書については損益
項目の持分相当額を計上する方法によ
っております。

② デリバティブ………………………時価法
③ た な 卸 資 産………………………主として総平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定しておりま
す）

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産 （リース資産を除く）

　定率法 (ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物 (附属設備を除く)
は定額法) を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 15～50年

機械装置及び運搬具 ４～９年
　 ② 無形固定資産 （リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
(５年) に基づいております。

　 ③ リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

　 (3) 重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

― 2 ―



　 ② 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、簡便法（期末自己都合要支給額）により
当連結会計年度末における見込額を計上しております。

　 ③ 災害損失引当金
　東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する費用または損失に備え
るため、当連結会計年度末における見積額を計上しております。

　 (4) 重要な収益及び費用計上基準
　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確
実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原
価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　 (5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　 ① 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　 ② のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間で均等償却を行っております。なお、平
成22年３月31日以前に発生した負ののれんについては、５年間の均等償却を
行っております。
　ただし、発生した金額が僅少な場合には当該連結会計年度の損益として処
理することとしております。

Ⅱ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更
1. 会計処理の原則及び手続の変更

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
当社グループは法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成25年１月

１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価
償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。
2. 表示方法の変更

（連結損益計算書）
前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めておりました

「減価償却費」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しており
ます。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
　1. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

建 物 11百万円

土 地 20百万円
担保付債務はありません。

　2. 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度末日は金融
機関の休業日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しており
ます。

当該満期手形は次のとおりであります。

受 取 手 形 32百万円

支 払 手 形 2百万円

　3. 有形固定資産の減価償却累計額 7,920百万円

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記
　1. 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、前連結会計年

度と当連結会計年度との洗替差額である９百万円のたな卸資産評価損が売上原価
に影響しております。

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式の種類 自 己 株 式 の 種 類

普 通 株 式 普 通 株 式

当連結会計年度期首株式数 30,000,000株 353,220株

当連結会計年度増加株式数 －株 11,000株

当連結会計年度減少株式数 －株 －株

当連結会計年度末株式数 30,000,000株 364,220株
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加11,000株は、単元未満株式の買取りによる自己株式の増加

であります。
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　2. 剰余金の配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額

該当事項はありません。
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの
該当事項はありません。

Ⅵ．金融商品に関する注記
　1. 金融商品の状況に関する事項
　 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、陶磁器等の製造・販売・工事事業を行うための資金調達
については、自己資金で賄っております。また、資金運用については、主と
してダントーキャピタル株式会社において流動性及び安全性を重視して行っ
ております。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。
投資有価証券は、主として運用目的であり市場価格の変動リスクに晒され

ております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど６ヶ月以内の支払期日で

あります。
短期借入金は、運用目的の借入であり、金利の変動リスクに晒されており

ます。
デリバティブ取引は、有価証券等のリスクヘッジに利用するだけでなく、

トレーディングによる収益獲得を目的として利用しており、為替及び金利等
の変動リスクに晒されております。

　 (3) 金融商品に係るリスク管理体制
　 ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について取引先ごとに期日及び残高を管理す
るとともに、財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。また、保証金管理規程に基づき取引状況に応じて保証金を預
り営業債権の保全を行っております。
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　 ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価を把握し、デリバティブ取引に

ついては、主としてダントーキャピタル株式会社において計画し、投資運
用管理規程に基づき、当社の経理部門が確認後実施しております。取引実
施後は、市場環境及び時価の状況について、リスク額をモニターし、経営
者に報告することにより、適切なリスク管理に努めております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理

当社及び連結子会社は、月次に資金繰計画を作成・更新し、流動性リス
クを管理しております。

　 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において
は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。

　２．金融商品の時価等に関する事項
平成25年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と
認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
百万円 百万円 百万円

(1) 現 金 及 び 預 金 5,285 5,285 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,381 1,381 ―

(3) 未 収 入 金 102 102 ―

(4) 投 資 有 価 証 券 4,484 4,484 ―

資 産 計 11,253 11,253 ―

(1) 支払手形及び買掛金 731 731 ―

(2) 短 期 借 入 金 750 750 ―

(3) 未 払 金 276 276 ―

(4) 未 払 法 人 税 等 79 79 ―

負 債 計 1,837 1,837 ―
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(注) 1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金及び(3) 未収入金

これらの時価は、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他については取引金融

機関から提示された価格によっております。
負 債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金及び(4) 未払法人税等

これらの時価は、すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
百万円

非 上 場 株 式 12

預 り 保 証 金 929

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること
から、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

預り保証金については、営業取引保証金であり、営業取引の継続中は原則として返済を予定し
ていないため合理的な将来キャッシュ・フローの見積りができず、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、「２．金融商品の時価等に関する事項」に記載しておりません。

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
百万円 百万円 百万円 百万円

現 金 及 び 預 金 5,285 － － －

受取手形及び売掛金 1,381 － － －

未 収 入 金 102 － － －

合 計 6,769 － － －
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Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の子会社では、栃木県宇都宮市その他の地域において、賃貸用不

動産（土地を含む）を有しております。また、栃木県宇都宮市及び兵庫県南あわ
じ市において、遊休不動産（土地を含む）を有しております。平成25年12月期に
おける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は156百万円（賃貸収益は売上高に182
百万円、主な賃貸費用は売上原価に26百万円計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び

時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

797 △43 753 3,263
(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

2. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ
く金額によっております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
　 １株当たり純資産額 366円22銭

　 １株当たり当期純利益 0円81銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

Ⅹ．その他の注記
　有形固定資産の土地・建物等には、遊休固定資産703百万円が含まれておりま
す。
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計算書類の「個別注記表」
Ⅰ．重要な会計方針
　1. 有価証券の評価基準及び評価方法
　 (1) 子会社株式及び関連会社株式…………総平均法による原価法

　 (2) その他有価証券

　 時価のあるもの………………………期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は総平均法により算定
しております）

　 時価のないもの………………………総平均法による原価法

　2. デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法

　3. 固定資産の減価償却の方法
　 (1) 有形固定資産 （リース資産を除く）

　定率法 (ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物 (附属設備を除く)
は定額法) を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 17～50年

　 (2) 無形固定資産 （リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

　 (3) リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

　4. 引当金の計上基準
　 (1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、簡便法（期末自己都合要支給額）により
当事業年度末における見込額を計上しております。
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　 (3) 災害損失引当金
　東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する費用または損失に備え
るため、当事業年度末における見込額を計上しております。

　5. 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．会計方針の変更等
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成25年１月１日以降に取得
した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更
しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記
　1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,557百万円

　2. 関係会社に対する金銭債権債務

　 短期金銭債権 23百万円

　 短期金銭債務 78百万円

Ⅳ．損益計算書に関する注記
　1. 関係会社との取引高
　 売 上 高 332百万円

　 営業取引以外の取引高 0百万円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

自己株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普 通 株 式 278,220株 11,000株 －株 289,220株
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加11,000株は、単元未満株式の買取りによる増加で

あります。
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Ⅵ．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 税務上の繰越欠損金 1,435百万円

　 災害損失引当金 144百万円

　 資産除去債務 16百万円

　 退職給付引当金 12百万円

　 その他 12百万円

　 繰延税金資産小計 1,621百万円

　 評価性引当額 △1,621百万円

　 繰延税金資産合計 ―百万円

　 繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 △292百万円

　 繰延税金負債合計 △292百万円

　 繰延税金負債の純額 △292百万円

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

㈱ Ｄ ａ ｎ ｔ ｏ
(注)４

所有
　直接100％

経営指導等
不動産等賃貸
役員の兼任

経営指導料の受取
(注)１
不動産賃貸
(注)２
ソフトウェア賃貸
(注)３

113

77

6

未収入金
その他流動資産
未払金
その他流動負債

10
1
1
6

㈱Ｄａｎｔｏ Ｔｉｌｅ
(注)４

所有
　直接100％

経営指導等
不動産等賃貸
役員の兼任

経営指導料の受取
(注)１
不動産賃貸
(注)２
ソフトウェア賃貸
(注)３

114

4

11

未収入金
その他流動資産
未払金
その他流動負債

11
0
0
0

(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れております。
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取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 経営指導料につきましては、人件費等を勘案し、双方協議の上、決定しております。
2. 不動産賃貸料につきましては、近隣の取引事例と減価償却費及び固定資産税等を勘案し決
定しております。

3. ソフトウェア賃貸料につきましては、減価償却費を基礎として決定しております。
4. ㈱Ｄａｎｔｏの債権に対し、10百万円の貸倒引当金を計上しております。また、㈱Ｄａｎ
ｔｏ Ｔｉｌｅの債権に対し、11百万円の貸倒引当金を計上しております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
　 １株当たり純資産額 497円77銭

　 １株当たり当期純利益 5円78銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

Ⅹ．その他の注記
　有形固定資産の土地・建物等には、遊休固定資産626百万円が含まれておりま
す。
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